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企業が日本で投資を決定するうえで、コスト効果の高いクリーンエネルギーを利
用できるかどうかが、ビジネスにおいて重要になっている。世界有数の経済大国であ
り、製造業のグローバル・リーダーでもある日本だが、電力の供給においては化石燃料に大きく依存し
ている。今後は電力の需要が増加する見通しで、これは過去10年以上なかった ことである。クリーンエ
ネルギーの投資と活用を加速させることで、主要な産業に対する新たな投資を持続・喚起させる機会
が生まれる。それだけではなく、産業競争力を強化し、電力コストを低減し、自給力とレジリエンス（回
復力）を高め、2050年に向けたカーボンニュートラルの実現に貢献する。

日本はGX（Green Transformation）を政策とし
て掲げ、より多くのクリーンエネルギーを追加する
重要な歩みを開始した。しかしながらコスト効果
の高いクリーンエネルギーの活用を妨げる障壁
が存在する。特に再生可能エネルギーは商業的
に成熟して、容易に拡大できる技術になっている。
残された課題を解決するためには、官民のさらな
る連携が求められる。

エネルギーの需要家とパートナーで構成する
事業者団体のCEBA（Clean Energy Buyers 
Association）は、クリーンエネルギーの調達を活
発にして、世界の電力セクターの脱炭素化を加速
するために、市場と政策に関する活動を展開して
いる。CEBAには時価総額の合計で20兆ドルを超
える400以上のメンバーが加盟している。メンバ
ーの中には、世界で最大級のクリーンエネルギー
の購入企業をはじめ、エネルギーやサービスの供
給事業者、都市、大学、非営利団体も含まれてい
る。CEBAは米国国務省と共同で Clean Energy 
Demand Initiative の事務局を務めている。この

イニシアティブでは、クリーンエネルギーを全世界
に展開する活動を加速させるために、官民連携を
推進していく。日本においても、あらゆるエネルギ
ーの需要家がクリーンエネルギー100％の活用を
目指して、実行可能で価格も妥当な方法を採用で
きるように、柔軟性のあるカーボンフリーの電力
システムを構築するためにパートナーシップを推
進していきたい。

CEBAのメンバーおよび日本における1000社以
上のバリューチェーンのパートナーにとって最大
の課題は、コスト効果の高い再生可能エネルギー
が限られていることだ。日本で事業を成長させて、
サステナビリティに関する意欲的な目標を達成す
るために、解決しなくてはならない問題である。日
本ではコスト効果の高い再生可能エネルギーを
調達できている比率が電力需要の25％しかなく、
世界平均の50％と比べて低いことが企業の報告
で明らかになっている。クリーンエネルギーの需
要家は2030年の調達量の目標に対して20～50
％の不足に直面している。

https://cebuyers.org/
https://www.state.gov/the-clean-energy-demand-initiative-cedi/
https://cebuyers.org/about/ceba-members/
https://www.there100.org/our-work/news/re100-calls-japanese-government-urgently-grow-renewables-capacity
https://www.semi.org/jp/news-resources/press/20240910
https://www.semi.org/jp/news-resources/press/20240910
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日本では再生可能エネルギーの投資コストが世界でも最も高く、事業用の太陽光では全世界の加重
平均の2倍以上になっている。設備費、人件費、土地代の高さが要因である。日本で2050年に気候中立
を達成するために、クリーンエネルギーの導入量を増やすことは可能だ。それによってエネルギーの自
立と電力コストを改善し、世界各国の規制による影響も軽減できる。

さまざまなコストを低下させて、クリーンエネルギーの新しい調達手法であるバーチャルPPA（電力購
入契約）などを推進する政策を強化するために、CEBAは日本政府に対する提言をまとめた。GX2.0お
よび第7次エネルギー基本計画の策定において、2035年までにコスト効果の高い再生可能エネルギー
の活用を拡大し、導入スピードを加速させ、今後に向けてカーボンフリー技術を進展させるための施
策を求めたい。

1
電力系統におけるクリーンエネルギーの比率を2035年までに80％ に高められるように
推進する。日本が有する大量の再生可能エネルギーのポテンシャルを活用して、信頼性と経済
性を持つクリーンエネルギーの導入を加速するために、以下の施策を実行すべきである。

再生可能エネルギーの拡大に対する政府のGX投資を加速・拡大させる。洋上風力と
系統増強のインフラ開発を支援するために、OCCTO（電力広域的運営推進機関）と
JOGMEC（エネルギー・金属鉱物資源機構）に追加の投資を実施する。

新規の再生可能エネルギーのために、土地の利用可能性を評価して規制を緩和する。農
業委員会が地域の同意をもとに、耕作放棄地を農業以外の目的に転換するための要件
を緩和することによって、約56万ヘクタールの農地が再生可能エネルギーの開発に利用
可能になる。

系統インフラにインセンティブを与えて増強を加速させる。OCCTOはクリーンエネルギー
の規模拡大に合わせて、容量の増強計画を透明性と自主性をもって策定すべきである。
運用開始の時期を定めることによって、プロジェクトの大幅な遅延を回避する必要があ
る。

認可と環境影響評価のプロセスを合理化する。環境保護の理念と目的、地域との協議を
損ねることなく、信頼性を保ちながら期間を短縮する。必要な対策として、単一の機関の
選定、適切なリソースの配分、地域の便益に対する確約、地域の受容と共生を支援するた
めの技術支援プログラムなどが考えられる。

https://cebuyers.org/
https://www.semi.org/jp/news-resources/press/20240910
https://www.semi.org/jp/news-resources/press/20240910
https://ietresearch.onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1049/rpg2.12844
https://ietresearch.onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1049/rpg2.12844
https://eta-publications.lbl.gov/sites/default/files/lbnl_2035_japan_report_english_publish.pdf
https://eta-publications.lbl.gov/sites/default/files/lbnl_2035_japan_report_english_publish.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202405/13gx.html
https://www.iges.or.jp/en/pub/onepointfive-roadmap-en/en
https://energytracker.asia/potential-of-renewable-energy-in-japan/
https://www.semi.org/jp/news-resources/press/20240910
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コスト効果の高いクリーンエネルギーの選択手段を強化・拡大する。 企業はエネルギ
ー転換に投資する重要な役割を担っているが、気候関連の目標を推進する多くの企業にとっ
て、日本でクリーンエネルギーを調達することはコストの点で困難である。企業による新たな
投資を継続して喚起するためには、以下のようなエネルギー調達のメカニズムを検討する必
要がある。

公平で透明な価格設定を促進する。需要家が再生可能エネルギーの導入を加速できる
ように、追加のコストを最小限に抑えるための市場メカニズムとインセンティブを検討す
る。発電事業者は発電側課金をJEPX（日本卸電力取引所）の入札価格に含めることで、
バーチャルPPAの契約において発電側課金の二重徴収を防ぐ必要がある。

エネルギーの需要家が新しい再生可能エネルギーの電源を活用できるように、電力の
供給事業者は調達方法と協力体制を改善する。技術面の知識不足や与信の問題によっ
てPPAを締結できない需要家にとって、供給事業者によるグリーンメニュー  （再生可能
エネルギー電力メニュー）の提供は、新しいクリーンエネルギーを柔軟に利用できる機
会を与える。

安定した環境属性証書システムを実現するために、既存の制度を統合して非化石証書
のシステムを改善する。属性情報を入札の時点で証書に付与して、需要家が特定のプロ
ジェクトを選択できるようにすべきである。このような対策によって、非化石証書の登録
と権利移転を迅速に実行できるようにして、入札による非化石証書の付与を現在のよう
な5カ月遅れの状況から改善する。

証書に発電時間と発電場所の情報を加えることによって、クリーンエネルギーのトラッ
キング（発電から消費までの追跡）を緻密に実行できる道筋を提示する。需要家は時間
単位でクリーンエネルギーの使用を主張できるようになるほか、排出量の多い地域にお
いてはクリーンエネルギーの開発を促し、グリーン水素による発電についても証明でき
るようになる。
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クリーンエネルギーを活性化させるために競争を生み出し、規模の経済によってコス
ト低減を図る。 エネルギーの需要家は、適切に設計された卸電力市場が運営されることを望
んでいる。系統の出力抑制を減らし、透明性の高いオープンで公平な競争環境を求める。

旧一般電気事業者と独立系の発電事業者のあいだで、電源の種別を含めて公平な競争
を保証する。再生可能エネルギーの導入を妨げている人為的あるいは伝統的な障壁を
緩和する必要がある。そのような障壁には、化石燃料に対する補助、高い連系コスト、容
量拠出金などがある。改善策として、エコノミーディスパッチ（経済性に基づく電力供給）
のような市場メカニズムを推進すべきである。

エネルギー政策や系統計画の意思決定において、需要家が参加できるような透明で公平
な安定したプロセスを開発する。誠実なパートナーシップのもと、エネルギーの需要家を
含むすべての関係者のニーズに対応できることが望ましい。

https://cebuyers.org/
https://cebuyers.org/solutions/procure-clean-energy/green-tariffs/
https://cebuyers.org/wp-content/uploads/2022/09/CEBA_buyers_organized_wholesale_market_design_principles.pdf
https://cebi.org/wp-content/uploads/2022/08/Transmission-Planning-Reforms-to-Support-Large-Customer-Clean-Energy-Demand-and-Investment_White-paper_Oct-13th.pdf

